
脆弱性（予備）評価結果の概要について
～ＷＧごとの概要及び全体概要～

資料４



ワーキンググループごとの概要
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新リスクシナリオに対するＷＧについて

1-3) 広域にわたる大規模津波等による多数の死傷者の発生

1-4) 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生

1-5) 大規模な火山噴火・土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の発生

2-3) 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足

2-4) 想定を超える大量の帰宅困難者の発生、混乱

3-1) 被災による司法機能、警察機能の大幅な低下による治安の悪化、社会の混乱

3-2) 首都圏等での中央官庁機能の機能不全

1-2)
密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死
傷者の発生

3-3) 地方行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下

4-1) 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止

4-2) テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態

4-3)
災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、
避難行動や救助・支援が遅れる事態

5-7) 金融サービス・郵便等の機能停止による国民生活・商取引等への甚大な影響

7-1) 地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生

2-1)
被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給
の停止

5-8) 食料等の安定供給の停滞

7-4)
ため池、防災施設、天然ダム等の損壊・機能不全・堆積した土砂や火山噴出
物の流出による多数の死傷者の発生

7-6) 農地・森林等の被害による国土の荒廃

5-1) サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による国際競争力の低下

5-2)
エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチェーンの維持への
甚大な影響

5-3) コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等

6-1)
電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供給、石油・LP ガ
スサプライチェーン等の長期間にわたる機能の停止

7-2) 海上・臨海部の広域複合災害の発生

7-5) 有害物質の大規模拡散・流出

1-1)
住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の
倒壊による多数の死傷者の発生

1-6) 暴風雪や豪雪等に伴う多数の死傷者の発生

2-2) 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生

5-4) 海上輸送の機能の停止による海外貿易への甚大な影響

5-5)
太平洋ベルト地帯の幹線が分断する等、基幹的陸上海上交通ネットワークの
機能停止による物流・人流への甚大な影響

5-6) 複数空港の同時被災による国際航空輸送への甚大な影響

5-9) 異常渇水等による用水供給途絶に伴う、生産活動への甚大な影響

6-3) 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止

6-4)
新幹線等基幹的交通から地域交通網まで、陸海空の交通インフラの長期間
にわたる機能停止

6-5) 防災インフラの長期間にわたる機能不全

7-3)
沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞、地下構造物の倒壊等に伴う陥没による交
通麻痺

8-3)
広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生により復興が大
幅に遅れる事態

2-5)
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供
給の途絶による医療機能の麻痺

2-6) 被災地における疫病・感染症等の大規模発生

2-7)
劣悪な避難生活環境、被災者の健康管理の不全による多数の死者・病症者
の発生

6-2) 上水道等の長期間にわたる供給停止

8-1) 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興できなくなる事態

8-2)
復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技
術者等）の不足、より良い復興に向けたビジョンの欠如等により復興が大幅
に遅れる事態

8-4)
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティーの崩壊等による有
形・無形の文化の衰退・喪失

8-5)
事業用地の取得、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大
幅に遅れる事態

8-6)
国際的風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・倒産等によ
る国家経済等への甚大な影響

WG1
(内閣府)
○中林委員
小林委員

WG2
(総務省)
○山下委員
松原委員

WG3
(農水省)
○浅野委員
中静委員
藤井委員

WG4
(経産省)
○柏木委員
佐々木委員

WG5
(国交省)
○藤井座長
森地委員
尾﨑委員
（代理）

WG6
(厚労省)
○尾﨑委員
金谷委員
藤井委員

WG7
(復興庁)
○奥野委員
秋山委員
藤井委員

※()内は幹事府省庁 最悪の事態の標記は、今回の脆弱性(予備)評価開始時のもの。 2



第３回ＷＧ１（避難や危機管理関連） 概要

■最初の段階でうまく防げば、避難段階での暴露は大きく軽減される。そう考えるとインフラによる
最初の防ぎ方が非常に重要である。

■行政の機能不全において、「人手が足りない」原因としては、処理能力を超えるということもあれ
ば、官公庁の職員が被災により、物理的に人が来られないということもある。

■市街地・大都市地域で、ビルに残留して「孤立化」した状況で浸水が長期化すれば、生命が脅
かされる。早期の情報と教育によって、なぜ避難しなければならないのかということを理解しても
らわねばならない。

対象分野 避難や危機管理関連のプログラム

幹 事 内閣府（防災）

出席委員 ◎中林委員、小林委員

開催日時 平成29年11月13日(月)14時～16時

1‐3) 広域にわたる大規模津波等による多数の死傷者の発生

1‐4) 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生

1‐5) 大規模な火山噴火・土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の発生
2‐3) 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足

2‐4) 想定を超える大量の帰宅困難者の発生、混乱

3‐1) 被災による司法機能、警察機能の大幅な低下による治安の悪化、社会の混乱

3‐2) 首都圏等での中央官庁機能の機能不全

対象
プログラム

主な意見
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《津波、洪水、土砂災害》

◎災害リスクの高い場所に多くの人が生活している。

○堤防等の防災インフラが整備途上

○森林、海岸防災林等による国土保全機能の維持（グ
リーンインフラとしての効果の発揮を考慮）

○避難経路・避難場所の確保、多重性確保

○避難手段としての自転車活用が未検討

○地下空間の浸水対策が遅れている

○南海トラフ沿いで異常な現象が観測された場合の対
応についての検討が途上

○気象・地震・津波・火山等の観測・解析技術の高度化

○防災情報を伝える情報システムが整備途上／動作が
不安定／聞こえない

○避難場所等を示す看板類やハザードマップなどオフラ
イン情報が整備途上

○身を守る行動の取り方等についての教育訓練の継続

○世代を超えた津波防災の意識啓発の継続

○逃げ遅れた者の救命体制

○消防団・水防団などの構成員減少、高齢化

《行政機能、危機管理体制》

○活動拠点となる国の庁舎、宿舎や、司法関係施設等
の耐震化が途上

○行政機関が管理する通信設備の多重化、堅牢化が途
上

○組織の職員が活動するための燃料等の備蓄の充実

○夜間対応など救助・救援の体制・装備の充実

○体制・装備・情報フォーマット等が異なる組織間の連携
方策が発展途上

○道路交通の確保、混乱防止

○業務継続計画の継続的な改善、訓練等による実効性
担保

《帰宅困難対策》

○需要抑制（むやみに帰宅しない）の実効性担保、住宅
耐震化等、家族の安全を確信できる条件整備が途上

○鉄道不通時のバス代替、自転車活用等の検討が不足

○滞在場所の確保が途上

フローチャート分析を通じて改めて整理された、国土強靱化に向けた課題

ＷＧ１（避難や危機管理関連）の脆弱性評価結果概要

《凡例》 黒字：現行計画に基づく事項 緑字：災害から得られた知見に基づく事項 赤字：今回の分析やWGでの議論に基づく事項 4



第３回ＷＧ２（消防や情報関連） 概要

■電柱と電線は消火活動の阻害要因。無電柱化は重要。
■地方行政機関において、発災からの時間経過とともに必要とされる人材のタイプは変わってくる。

このことを踏まえた評価が抜けている。
■通信機能の被災は比較的回復しやすいが、サーバー等の被災によりデータが喪失すると、回復

させるのが非常に困難で、社会的ダメージが大きい。データの喪失への備えも検討すべき。

対象分野 消防や情報関連のプログラム

幹 事 総務省

出席委員 ◎山下委員、松原委員

開催日時 平成29年11月1日(水)15時～17時

対象
プログラム

主な意見

1‐2) 密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷者の発生

3‐3) 地方行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下

4‐1) 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止

4‐2) テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態

4‐3) 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、避難行動や
救助・支援が遅れる事態

5‐7) 金融サービス・郵便等の機能停止による国民生活・商取引等への甚大な影響

7‐1) 地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生
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《火災、消防》

◎住宅密集地の存在、リスクの高い場所への人口集中

○密集市街地に対する消火体制の強化

○延焼を防止する緑地等が整備途上

○水道の耐震化等、消防水利の確保

○避難路、避難場所の確保

○消防ロジスティクスのための交通確保

○消防団などの構成員減少、高齢化

《地方行政》

○活動拠点となる庁舎等の耐震化が遅れている。

○組織の職員が活動するための燃料等の備蓄の充実

○国内外からの人的物的応援を受け入れる体制の検討、
準備が不足

○道路交通の確保、混乱防止策が途上

○業務継続計画の継続的な改善、訓練等による実効性
担保

《通信・情報サービス》

○通信事業者による通信網の耐災害性の不断の点検、
改善

○通信回線、ケーブルテレビ回線等の多重化、堅牢化、
地中化など耐災害性向上が途上

○準天頂衛星等を活用した非常通信手段の配備が途上

○ラジオ送信所がリスクの高い場所に立地している。

◎難聴地域の存在

○防災情報を伝える情報システムが整備途上／動作が
不安定／聞こえない

○地震津波観測網の整備、SNSの活用等、情報を得る
手段の確実化、多様化が途上

○データの喪失、システムダウンへの対応状況が不明

○情報サービス従事者の参集路の確保

《金融・郵便》

○店舗の耐震化が途上

○業務継続計画の不断の見直し、訓練等による実効性
担保

ＷＧ２（消防や情報関連）の脆弱性評価結果概要

フローチャート分析を通じて改めて整理された、国土強靱化に向けた課題

6《凡例》 黒字：現行計画に基づく事項 緑字：災害から得られた知見に基づく事項 赤字：今回の分析やWGでの議論に基づく事項



第３回ＷＧ３（食料や農地・山林関連） 概要

■被災地において、情報と物資のマッチングがうまくいかないことをどう考えるかが重要。
■輸送・供給ルートの複数化を議論しておくことが重要。
■災害から逃げる段階において、情報の流れは重要。特に、避難情報に関する施策は重要。
■7-6は、国土が荒廃すること自体が最悪の事態といえる。
■農業・森林の多面的機能が抜け落ちている。「農地・森林の価値・可能性の喪失」を書くことに

より、農業・林業の大切さを表現すること。
■防災関連の施策ばかりではなく、農業・林業の基本的な施策をしっかりと記載するべき。

対象分野 食料や農地・山林関連のプログラム

幹 事 農林水産省

出席委員 ◎浅野委員、中静委員、藤井座長

開催日時 平成29年11月7日(火)13時～15時

対象
プログラム

主な意見

2‐1) 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の停止

5‐8) 食料等の安定供給の停滞

7‐4) ため池、防災施設、天然ダム等の損壊・機能不全・堆積した土砂や火山噴出物の流出による多数の死
傷者の発生

7‐6) 農地・森林等の被害による国土の荒廃
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《避難所等への食料・飲料水・エネルギー等の供給》

◎災害リスクの高い場所に多くの人が生活している。

○住宅耐震化等、避難者を抑制する対策が途上

○電気・ガス・水道の耐災害性向上

○水、燃料、仮設トイレ等の資機材の公的備蓄の充実

○ロジスティクスのための道路交通の確保

○物資の受入体制、ラストマイルの供給体制が発展途
上

《国内の食料等の安定供給》

○農業水利施設、漁港等の耐災害性向上が途上

○農業、水産業及び食品流通加工業における業務継続
計画が策定途上

○食品産業、食品関連産業の事業者間の非常時連携
体制の構築が発展途上

○陸上海上航空輸送網の確保、モード間の相互連携等
が発展途上

○いかなる時も、国民が最低限必要とする食料を調達す
る方策の実効性担保

《二次被害としての水害、土砂災害》

○ため池、発電ダム等利水施設の耐災害性向上が途上

○停電時の施設機能を確保する発電設備整備が途上

○堤防等が復旧するまでの洪水に対する避難情報を適
時的確に出す仕組みが発展途上

○大量の火山灰の堆積や天然ダム等が発生した場合の
土砂災害に対する避難情報を適時的確に出す仕組み
の実効性担保

◎災害リスクの高い場所に多くの人が生活している

○主体的な避難を促すための教育訓練の継続

《国土の荒廃》

◎森林管理が一部で行き届かない状態となっている。

○農地や森林の鳥獣被害が深刻な状態となっている。

◎農山漁村集落の居住者の減少・高齢化により、地域
の共同活動、地域コミュニティーと連携した保全活動に
よる農地や森林等の保全が困難となってきている。

○農地、森林、海岸防災林等による国土保全機能の維
持

ＷＧ３（食料や農地・山林関連）の脆弱性評価結果概要

フローチャート分析を通じて改めて整理された、国土強靱化に向けた課題

8《凡例》 黒字：現行計画に基づく事項 緑字：災害から得られた知見に基づく事項 赤字：今回の分析やWGでの議論に基づく事項



第３回ＷＧ４（エネルギーやコンビナート関連） 概要

■サプライチェーンは企業の生命線なのでしっかりと強靱化を進め、経済活動の崩壊による復興
の遅れを防ぐべき。

■サプライチェーンの末端でも生産体制を継続できる施策ツールを考えることが重要。
また、中小企業こそ最低限継続的な生産体制を支援できる施策が重要。

■復旧段階において、危ないから被災箇所に近寄れないで終わるのではなく、近寄れない制約
の下においてどうするかを議論すべき。

対象分野 エネルギーやコンビナート関連のプログラム

幹 事 経済産業省

出席委員 ◎柏木委員、佐々木委員

開催日時 平成29年10月26日(木)10時～12時

対象
プログラム

主な意見

5‐1) サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による国際競争力の低下

5‐2) エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチェーンの維持への甚大な影響

5‐3) コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等

6‐1) 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供給、石油・LP ガスサプライ
チェーン等の長期間にわたる機能の停止

7‐2) 海上・臨海部の広域複合災害の発生

7‐5) 有害物質の大規模拡散・流出
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《サプライチェーン》

○企業の事業継続計画策定が途上、とりわけ中小企業が遅
れている

○企業の事業継続に必要な施設等整備が遅れている

○本社機能の東京集中は、首都圏被災時に一斉に機能停
止に陥るおそれがある

○エネルギー関連企業の業務継続計画の不断の見直し、訓
練等による実効性担保

○サービスステーションが近隣にない地域が発生している。

○需要家側における自立分散型エネルギーの導入や燃料備
蓄が発展途上

○陸上・海上・航空輸送網の確保、耐災害性の確保が途上

《電力、エネルギー供給の復旧》

○エネルギー供給源の多様化、分散化が発展途上

○太陽光･風力など、出力変動が大きい小規模発電設備の
増加に対応した、発送電のシステム高度化が発展途上

○製油所の耐震強化等が途上

○エネルギー関連企業の供給連携計画や事業継続計画等
についての不断の見直し、実効性担保

《コンビナート被害》

○設備の耐災害性向上が途上、とりわけ民有岸壁の耐震化
が遅れている

○石油コンビナート等防災計画の実効性担保

○エネルギー･産業基盤即応部隊の運用体制強化

○関係者の有する災害用装備資機材等の機能向上

○関係者が連携した業務継続計画の策定、周辺住民の避難
の促進まで含めた連携方策が検討途上

○コンテナ等の漂流対策の取組が遅れている

○地域の災害特性を踏まえた教育訓練の継続

《有害物質の拡散流出》

○化学物質の流出を想定した、地方公共団体の対応マニュ
アルが整備途上

○高圧ガス施設の耐震化、有害物質の流出が懸念される鉱
山集積場の対策が途上

ＷＧ４（エネルギーやコンビナート関連）の脆弱性評価結果概要

フローチャート分析を通じて改めて整理された、国土強靱化に向けた課題

10《凡例》 黒字：現行計画に基づく事項 緑字：災害から得られた知見に基づく事項 赤字：今回の分析やWGでの議論に基づく事項



第３回ＷＧ５（耐震化や交通・国土保全関連） 概要

■住宅と建物の耐震化を分けて整理すべき。
■道路啓開ができないリスクと、適宜の救助ができないリスクが考えられる。資源だけでなく、人材

や重機などが足りないことによる被害も考えられる。
■交通麻痺の回避にはリダンダンシー確保が重要。
■交通マネジメント全体をどうしていくかも重要な問題である。

対象分野 耐震化や交通・国土保全関連のプログラム

幹 事 国土交通省

出席委員 ◎藤井座長、森地委員、尾﨑委員（代理：酒井高知県部長）

開催日時 平成29年11月15日(水)15時～17時

対象
プログラム

主な意見

1‐1) 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集ま
る施設の倒壊による多数の死傷者の発生

1‐6) 暴風雪や豪雪等に伴う多数の死傷者の発生

2‐2) 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生

5‐4) 海上輸送の機能の停止による海外貿易への甚大な影響

5‐5) 太平洋ベルト地帯の幹線が分断する等、基幹的陸上海上交通ネット
ワークの機能停止による物流・人流への甚大な影響

5‐6) 複数空港の同時被災による国際航空輸送への甚大な影響

5‐9) 異常渇水等による用水供給途絶に伴う、生産活動への甚大な影響

6‐3) 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止

6‐4) 新幹線等基幹的交通から地域交通網まで、陸海空の交通インフラの
長期間にわたる機能停止

6‐5) 防災インフラの長期間にわたる機能不全

7‐3) 沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞、地下構造物の倒壊等に伴う陥没
による交通麻痺

8‐3) 広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生により復
興が大幅に遅れる事態
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《地震》
◎震災リスクの高い場所への人口集中

○住宅･建築物（非構造部材を含む）の耐震化が途上

○学校等、多数の者が集まる施設の耐震化が途上

○近隣住民による救助救命を可能とする装備･訓練の不足、
消防団員の減少

○緊急地震速報の充実と、身を守る教育･訓練の継続実施

○避難路、避難場所の整備が途上

○消防団などの構成員減少、高齢化

《暴風雪・豪雪》
○暴風雪･豪雪に関する予報の高度化と、それを活用した早

期の退避行動の促進

○家庭や地区における食料･エネルギー備蓄の確保

○送電設備の耐雪化が途上

《孤立》
○道路啓開等に必要な地域の建設業の担い手確保、資機材

の確保

◎アクセスルートが限られている地区の存在

○各地区との通信手段の多重化、堅牢化が途上

○ヘリの離着陸場の確保、夜間飛行が可能な装備を有する
ヘリの配備が途上

○小型無人機の活用方策が開発途上

《交通》
○代替性のある幹線道路網、高速鉄道網、アクセス道路が

整備途上

○交通インフラの耐災害性向上・老朽化対策が途上

○交通インフラ周辺の建物や地下構造物、道路内の電柱等
の耐震化や除去が途上

○主要な国際空港、国際港湾の被災時の代替方策について
検討途上

○複数モード間の代替輸送等、交通全体のマネジメントの観
点からの検討が不足

○通行可能な道路や各交通機関の運行情報、開通見通し等
の情報提供方策が発展途上

○多様な主体が管理する道の活用方策の検討が途上

○道路啓開計画の不断の見直し、実効性担保

○道路鉄道が利用できない時、自転車需要が急増すること
への検討が不足

《復旧》
○被害を最小化するための耐震化等が途上

○被災箇所、被災状況を早期に特定するための情報収集方
策が発展途上

○大規模な復旧需要に対応できる建設業の担い手確保、資
機材の量的確保

○限られた人員、資機材を、優先順位を考慮してマネジメント
する連携方策が不足

○復旧工事のロジスティックのための交通確保

○ICTの活用や、二次災害のおそれのある場所での工事に
向けた遠隔ロボット等の開発等が途上

《地盤沈下に伴う長期浸水》
○観測衛星等を活用した地盤変動情報の活用方策が開発

途上

○堤防等の防災インフラが整備途上

ＷＧ５（耐震化や交通・国土保全関連）の脆弱性評価結果概要

フローチャート分析を通じて改めて整理された、国土強靱化に向けた課題

12《凡例》 黒字：現行計画に基づく事項 緑字：災害から得られた知見に基づく事項 赤字：今回の分析やWGでの議論に基づく事項



第３回ＷＧ６（医療や健康・衛生環境関連） 概要

■最悪の事態を想定して対応していくことが大原則となるが、定量的な議論が欠けており、医療
関係者や医療施設、医薬品などが圧倒的に不足する事態が考えられることへの対処が必要。

■全ての負傷者の対応は困難なため、軽傷者が自分で対応できるような一般対策も必要。
■劣悪な避難環境において、医師だけでなく、医療関係者が連携して、被害直後からの救済を

意識した全体の構成を考えてほしい。
■災害弱者については、地域包括ケアをしっかりと情報管理・個別管理することが必要。
■医療用の電源の確保も必要。
■避難所の数が足りているか、そこに水があるかどうかも問題である。

対象分野 医療や健康・衛生環境関連のプログラム

幹 事 厚生労働省

出席委員 ◎尾﨑委員、金谷委員、藤井座長

開催日時 平成29年11月8日(水)10時～12時

対象
プログラム

主な意見

2‐5) 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶による医療機能の麻痺

2‐6) 被災地における疫病・感染症等の大規模発生

2‐7) 劣悪な避難生活環境、被災者の健康管理の不全による多数の死者・病症者の発生

6‐2) 上水道等の長期間にわたる供給停止

8‐1) 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態
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《救急医療》
○負傷者の発生を抑える住宅建物の耐震化が途上

○軽傷者の地域の相互扶助による応急手当について浸透し
ていない

◎医療リソースの需要量に比し、域外からの供給又は患者
の域外搬送等の可能量が不足している

○医療施設の耐震化が途上

○医療機関の事業継続計画が策定途上

○患者を収容する空間の確保について検討途上

○医療需要の分布と参集した医療関係者の配置をコーディ
ネートする体制が構築途上

○災害医療に対応できる医系人材の育成が途上

○多数の患者及び医療関係者が迅速に移動する交通網の
確保

○衛生的な水の優先確保

《感染症予防》
◎災害リスクの高い場所への人口集中

○避難所内外で衛生環境を保つ方策の実効性担保

○堤防等の防災インフラが整備途上

○下水道の耐震化等が途上

《被災者の避難生活環境、健康管理》
◎災害リスクの高い場所への人口集中

○避難者を最小限に留めるための住宅耐震化が途上

○避難所となる学校、公民館等の耐震化・老朽化対策、避難
所機能の整備が途上

○避難所の自主運営についての実効性担保

○応援の医師が患者の既往症等の情報を得られる仕組み
の構築が遅れている。

○被災者の健康管理をマネジメントするための保健所機能
の強化が発展途上

○福祉避難所となる施設･体制が不足

○避難所以外の避難者を把握するための仕組みについての
実効性担保

○避難所や車中泊等における避難生活の早期解消に向け
た戦略が検討途上

○地域コミュニティーの維持に配慮した避難所運営方策が検
討途上

《水の確保》
○水道施設の耐震化が遅れている

○円滑な応急給水、復旧のための水道事業者間の連携体
制が発展途上

○雨水等利用施設の普及が途上

《廃棄物対策》
○災害廃棄物の仮置き場確保等の計画策定が進んでいな

い。

○災害時にも自立稼働可能なゴミ処理施設が整備途上

○鉄道や海上輸送を活用した災害廃棄物の広域搬送体制
が構築途上

ＷＧ６（医療や健康・衛生環境関連）の脆弱性評価結果概要

フローチャート分析を通じて改めて整理された、国土強靱化に向けた課題

14《凡例》 黒字：現行計画に基づく事項 緑字：災害から得られた知見に基づく事項 赤字：今回の分析やWGでの議論に基づく事項



第３回ＷＧ７（復興関連） 概要

■地元の若い人が復興にうまく関われていないことが問題。
■地方創生が進んでおらず、復興どころか平時の地域を支える人がいないことが問題。平時から

その地域に活力がある状況を作っておくことが重要。
■専門特化した専門家より、色々なことができる専門家が必要。
■コミュニティーの崩壊は無形だけでなく有形文化財の保全にも影響する。
■所有者不明土地問題は、日本の復興を遅らせる原因となっている。

対象分野 復興関連のプログラム

幹 事 復興庁

出席委員 ◎奥野委員、秋山委員、藤井座長

開催日時 平成29年11月8日(水)15時～17時

対象
プログラム

主な意見

8‐2) 復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者等）の不足、より良い復興に
向けたビジョンの欠如等により復興できなくなる事態

8‐4) 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティーの崩壊等による有形・無形の文化の衰退・喪失

8‐5) 事業用地の取得、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる事態

8‐6) 国際的風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・倒産等による国家経済等への甚大な影響
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《復興を担う人材・地域ビジョン》

◎地方の活力低下

◎地域の災害リスクや産業構造の将来像を踏まえた復
興ビジョンの検討不足

◎将来の地場の産業の担い手育成、復興の基盤整備を
担う地域の建設業の人材育成が途上

○次世代を担う若手が、まちづくり・地域づくりに関わる
仕組みづくりが発展途上

○地域コミュニティー機能の低下に伴う「心の復興」の
遅れ

○大災害の経験や教訓についての研究と成果の普及活
動の継続

《文化》

○石垣も含め、文化財の耐震化等が途上

○生活・文化の背景にある環境的資産（自然環境）を
健全に保ち、耐災害性を高めていく活動の継続

○コミュニティーの活力維持

○文化財を修復する技術の伝承

○有形無形の文化を記録した映像のアーカイブが発展
途上

《用地取得》

○地籍調査の実施率、登記所備付地図の整備率が低い

◎所有者が判明しない土地等が公共事業等における円
滑・有効な土地の利用を阻害

○電子基準点の安定的な運用

○被災者の住まいの確保など、復興過程をイメージした
事前準備が不十分

《風評被害･信用不安・国家経済への甚大な影響》

○国内外に正しい情報を発信するためのシミュレーショ
ン、訓練の継続

○金融機関のBCPの実効性担保

○企業の事業継続計画に基づく、被災地以外の事業継
続についての実効性担保

○復興事業の円滑な実施環境の整備

ＷＧ７（復興関連）の脆弱性評価結果概要

フローチャート分析を通じて改めて整理された、国土強靱化に向けた課題

16《凡例》 黒字：現行計画に基づく事項 緑字：災害から得られた知見に基づく事項 赤字：今回の分析やWGでの議論に基づく事項



全体概要
～評価結果のポイント～
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全体概要 ～評価結果のポイント～

（１）国土利用、産業構造の脆弱性についての対応が必要

防災を考える際に前提条件と捉えている国土利用や産業構造の現状について、経済の長期的な安定成長を考える際のリスク
ヘッジを踏まえたあり方を検討し、対応していく必要がある。例えば、首都直下地震が懸念される中、人口や本社、首都機能が東
京に過度に集中し、万一の際に巨大な人的経済的損失、国家の機能喪失を生じさせるような状況になっていないか、津波や洪水
等の災害リスクが高いエリアに地域の多くの人口が集中していないか、一方で、地方においては、地域の活力が低下し、万一の際
に復興に必要な人材を被災地内で確保できない状況となっていないか等について検証し、対応していく必要がある。

（２）発生頻度や被害の甚大さについて、調査研究が必要

大規模自然災害の発生から最悪の事態に至る論理構造の分析を踏まえ、事象の発生確率や被害の大きさ等を定量的にシミュ
レーションして脆弱度を評価していく手法や、多くの論理構造に共通する部分があること等を踏まえて重点化していく手法等につい
て発展途上であり、官学が連携し、調査研究していく必要がある。

（４）リダンダンシーの確保とＢＣＰの策定・実効性担保が必要

エネルギー供給網、通信網、交通網の多重化、行政、金融、物流、情報サービスの拠点の代替性確保、それら社会基盤の上に
成り立つ産業等における業務継続計画の策定とその不断の見直し、訓練実施等による実効性担保は、各施設の耐災害性強化と
並び、災害発生時にも非被災地の業務を継続し、我が国全体の経済の停滞を防止する上で必要不可欠である。また、被災した施
設を復旧していくため、人員や資機材の平時からの総量確保、非常時の全国的な応援態勢の準備を進めておく必要がある。

（５）よりよい復興(Build Back Better)を意識した備えが必要

災害時の迅速な復旧復興は重要であるが、単に元に戻すことのみを目指すのではなく、復旧復興の機会に、地域の土地利用や
産業構造、社会資本の将来の在り方を見据え、また地域独自の文化や生活様式等の伝承の視点も加えて、より強靱なまちづくり･
地域づくりを実践できるよう、地域の将来を担う世代も参画したビジョン形成等の準備を平時から進めておく必要がある。

（３）ハード整備とソフト対策の適切な組み合わせが必要

地震や台風等の到来が初期の災害につながるのを抑制するハード整備と、ハードの想定を超えたときの、避難から復興に至るま
でのソフト対策を適切に組み合わせ、初期の災害が最悪の事態に展開してしまうことを、何としてでも阻止していく必要がある。
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